
システムの中⻑期的な取組の⽅向性を⽰すため、
｢川崎市情報システム全体最適化⽅針｣を策定

対象期間である｢１０年程度｣が経過
情報システムを取り巻く状況が変化

システム統合や共通システム基盤の導入など一定の効果

川崎市情報システム全体最適化⽅針【概要版】

⽅針策定の背景と目標0101

全体最適化に向けた目標業務システムが急激に増加
全体最適の視点で情報システムを見直し、経常経費の
縮減、業務効率性及び市⺠サービス向上のため

平成20年度から｢情報システム全体最適化計画｣による取組

全体最適化⽅針は、平成３１年度から概ね１０年間を対象とする。

社会･技術動向0202

全体最適化⽅針の理念0404

情報システムの現状と課題0303

５年間のシステム数は年度ごとに増減しているが、横ばい傾向
経常経費が右肩上がりで推移しているものの、総額は政令指定都市の中で平均的な支出額

 国は、｢地方公共団体の情報
システムの標準化に関する
法律｣により、自治体情報シ
ステムの統一・標準化を推
進

 マイナンバーカードの普及
と利便性の向上、キャッ
シュレス化による経済活性
化など、様々な取組を進め
ている

 ＩＣＴの進展と情報セキュリティリスクの増大
 ＩＣＴの進展により新たなサービスが創出されている

 これに伴い、求められるセキュリティ対策が多様化している

 市⺠ニーズの多様化
 行政サービスの利便性、効率性に対して大きな期待がある

 ｢いつでも｣｢どこでも｣｢簡単｣｢便利｣な行政サービスへの要望

国の動向

社会･技術動向

本市のシステムの課題
 総額約１６９億円に上るシステム経費の抑制
 システムの最適化の更なる推進
 継続して発生しているセキュリティ事故の抑止
 大規模な法制度改正に伴うシステム改修の多発
 新本庁舎竣工に合わせたＩＣＴ環境の整備

ＩＣＴガバナンスの向上
 システム構築･運用保守の最適化
 システムの経費削減

 セキュリティの強化
 取組の効果の見える化

新技術を活用した働きやすい環境の提供
 最新技術を踏まえた施策検討
 ＩＣＴを活用した働きやすい職場環境の提供

 ＩＣＴ導入を支える人材育成

ＩＣＴを利用した市⺠利便性の向上
 利用者中心のサービス開発
 国の施策を踏まえたシステム導入

これまでのシステム構築･運用経費の増大を抑止

新本庁舎竣工に合わせたＩＣＴ環境の整備

オープン化やネットワーク統合など、情報環境のスリム化

ＩＣＴの急速な発展に対応できる人材の育成

働き方改革を踏まえ、ＡＩやＲＰＡなどの最新技術を活用

運用負荷増大や障害発生などを極力防止する開発･運用

ＩＣＴを活用した電子行政サービスの実現

自治体情報システム統一・標準化への対応

利用者ニーズを踏まえたデジタル化の徹底

自治体DX推進計画

「デジタル社会の実現に
向けた改革の基本方針」

及び
「デジタル・ガバメント実

行計画」閣議決定

デジタル手続法

2019年
（令和元年

6月）

2020年
（令和2年12

月）

行政手続の原則オンライン
化に取り組む

「地方公共団体の情報シ
ステムの標準化に関する
法律」（標準化法）制定

2021年
（令和3年5

月）

自治体における情報システ
ム等の共同利用、手続の簡素
化、迅速化、行政の効率化等
を推進するため、自治体の情
報システムの標準化・共通化
に取り組む

令和7年度末（2025年度末
）までに、自治体の基幹系20
業務システム（当初は17業
務）について国の策定する標
準仕様に準拠したシステムへ
移行

世界最先端IT国家創造宣
言･官民データ活用推進

基本計画
官民データ基本法

2016年
（平成28年12月）

2017年
（平成29年5

月）

官民データの利活用を促進

デジタルガバメント
実行計画

2018年
（平成30年1

月）

｢官民データ活用推進基本法｣、
｢高度情報通信ネットワーク社
会形成基本法｣に基づく取組を
具体化。電子行政など８つの重
点分野を指定

行政サービスの100%デジ
タル化、行政保有データの
100%オープン化、行政情報
システムのクラウド化等を含
むデジタル・ガバメントの実
現を目指す

デジタルガバメント実行計
画の自治体関連の重点取
組事項を具体化し支援策を
盛り込む
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新本庁舎の竣工に合わせたＩＣＴ整備

川崎市情報システム全体最適化⽅針【概要版】

全体最適化に向けた考え⽅0505

全体最適化⽅針

自治体情報システム
統一・標準化

新本庁舎竣工

(2026) (2027) (2028)(2023) (2024)
R07 R10年度R08 R09
(2025)

 全体最適化⽅針の主なマイルストーン

H30 R01 R02 R03 R04
(2018) (2019) (2020) (2021) (2022)

R05 R06

川崎市情報システム全体最適化⽅針

工事 順次サーバを移設

自治体情報システム統一・標準化

新本庁舎竣工
マシン室
移設完了

主な成果指標 基準値
(H29年度末)

目標値
(R3年度)

実績値
（R3年度）

目標値
（R7年度）

情報システム全体
の経費の抑制

約105億(※H28年
度末時点) 

現状経費を可能な限
り上回らないこと 約136億円 標準化に係る予算増

が見込まれる
システム共通基盤
で稼働しているシ
ステム数

７システム １３システム以上 ２２システム ２５システム以上

AIやRPAを導入し
た業務の件数 −件 累計１０件以上 累計１５件 累計４８件以上

取組の推進に向けて0707

 成果の検証と進行管理
 環境の変化に合わせた見直し

実効性の
確保のために

 本方針に基づく具体的な施策の推進
 各工程におけるシステム評価の強化

全体最適化に向けた個別の取組0606

• デザイン思考でサービス全体を設計
• DX推進プランとの整合を確保利用者中心の開発

• 徹底した業務改革によるシステムの簡素化
• システムのスリム化経費の縮減

• 障害に強いシステムを構築できる体制の整備
• 運用手順やシステムテストの手順を再整理障害に強いシステム

• 契約の手間を削減
• 公平性･透明性･競争性を確保調達⽅法の見直し

• システムライフサイクルに合わせた評価･支援の強化システム評価

• クラウドサービスの導入ではサービス内容を吟味クラウドの利用

• ハードウェアは庁内共通システム基盤等に集約し
て効率的に稼動システム統合･縮小

• 脅威･技術動向や国等の施策を踏まえた対策
• 費用と効果のバランスを考慮して対策を決定セキュリティ対策

• AI(人工知能)やRPA(ロボットによる業務の自動化)等
の最新技術は、効果を確認して積極的に活用最新技術の検討

自治体情報システム統一・標準化

ＩＣＴ人材の育成と充実

 令和7年度末までに基幹系20業務システムの標準準拠システムへ移行
 ガバメントクラウドへの移行については、庁内ネットワークの変更、システム

間データ連携など、庁内システムへの影響を考慮した検討を実施
 システム統一・標準化については、システム所管課への支援、全体の進行管理

を行うなど全庁的に対応
 標準準拠システムへの移行を契機とした業務の効率化、市⺠サービスの向上に

向けた検討を実施

 ＩＣＴに対する本人の希望や
適性があることが見込まれる
人材は優先的に情報管理部門
やシステム所管部門に配属

 ＩＣＴ経験を獲得させるジョ
ブローテーションの実施

 30年先を見据えた⻑期的な視点でＩＣ
Ｔ環境を整備

 テレビ会議の普及やセキュリティパッ
チの大容量化など、今後の情報量の増
加を踏まえて庁内ネットワークを増強

 庁外から庁内に安全にアクセスできる
環境を整備

 新本庁舎とiDC(データセンター)の２拠
点に可能な限りシステムを集約

 第３庁舎に設置しているシステム機器
は、機器の更新に合わせて新本庁舎の
マシン室に順次移設し、令和9(2027)年
度に移設を完了

システム
所管課

情報管理部門
ＩＣＴ
エキスパート

情報管理部門

おおよそ２０年目

所管課を含め横断的
にＩＣＴ業務を経験

システム開発の経験
横断的な調整の経験

業務系

内部系基盤系

異動希望

庁内公募

⺠間経験 他部署

統括

開発評価調整

おおよそ１０年目

他部署

国･⺠間の情報処理専門組織

新規採用
システム
所管課

１１

２２

１１

• 国の計画に準じ、令和７年度末までに基幹系２０
業務システムの統一・標準化へ対応

自治体情報システム
統一・標準化


